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重点番号28：優良田園住宅建設計画の認定に係る都道府県知事との協議の廃止（農林水産省、国土交通省）



優良田園住宅の建設の促進に関する法律（平成10年法律第41号）

多様な生活様式に対応し、かつ、潤いのある豊かな生活を営むことができる住宅が求められ
ている状況にかんがみ、農山村地域、都市の近郊等における優良な住宅の建設を促進すること
により健康的でゆとりのある国民生活の確保を図る。

１．目的

２．優良田園住宅とは

農山村地域、都市の近郊その他の良好な自然環境を形成
している地域に所在する一戸建の住宅で、一定の基準を満た
すもの

３．制度の概要

◇基本方針の策定 58市町村
◇建設計画の認定 32市町村

４．実績（R4.3.31時点）

市町村(作成者)

市町村

優良田園住宅エリアのイメージ

農地の転用・開発許可等の手続き等について、当該優良田園住宅
の建設の促進が図られるよう適切に配慮 等

【事業者等への支援措置】
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優良田園住宅のイメージ

都道府県
都道府県等

協議

協議

事業者等(作成者)

申請 認定

＜基本方針＞

＜建設計画＞
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提案に対する一次回答

市町村が優良田園住宅建設計画を認定しようとする際に義務付けられている、優良田園住宅の建
設の促進に関する法律第４条第４項に基づく都道府県知事との協議を廃止すること

ご提案

回答

①建設計画の認定時の協議を経ることによって手続きの迅速化等の効果を得ることが可能となること

②基本方針と建設計画に係る協議の観点はそれぞれ異なること

から、廃止することは困難
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基本方針の策定に当たり、対象とするエリアや求められる優良田園住宅像など、詳細な規定も含
め都道府県知事と十分に協議を行っている。

優良田園住宅建設計画の認定に際しては、都道府県知事との協議を経て策定された基本方針
への適合性を中心に審査するため、改めて都道府県知事に協議する必要はなく、協議は実態とし
て形骸化している(都道府県からの意見は形式修正のみである）。当該協議には２か月から３か月

の期間を要するなど、申請者に不利益が生じているほか、都道府県及び市町村の事務負担も生じ
ている。

支障事例
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市町村長は都道府県
知事と協議
（法第４条第４項）

〇都道府県知事との協議が調い認定された建設計画に係る土地については、農用地区域からの除外や農地
転用許可の手続きの円滑化等について配慮。
〇また、都道府県知事との協議が調い認定された建設計画に係る土地については、農用地区域からの除外
や農地転用が原則不許可となる第１種農地についても転用が可能となる特例を措置。

優良田園住宅の建設の促進に関する法律の運用につ
いて（農水省、国交省局長通知）

優良田園住宅建設計画の認定に係る農振・農地制度との関係について

優良田園住宅建設計画の申請
建設事業者は市町村へ申請

優良田園住宅建設計画の認定
市町村による認定（法第４条第１
項）

〈農地転用等の手続き〉
・農用地区域からの除外
・農地転用許可 等

優良田園住宅の建設手続き

優良田園住宅の建設

市町村は、優良田園住宅建設計画の認定をしようとする
ときは、あらかじめ、都道府県知事と協議しなければな
らないこととされているが、これは、基本方針の策定に
当たって協議を受けた都道府県知事が、優良農地の保
全の観点、都市計画等に基づく適正な土地利用の確保
の観点から、必要な判断を行うこととするものであること。

都道府県知事との協議が調い認定を受けた優良田園住
宅建設計画に従って優良田園住宅が建設されることと
なった場合には、当該優良田園住宅の建設の促進が図
られるよう農業振興地域整備計画の変更及び農地転用
許可の手続の円滑化等適切な配慮をすること。

都道府県知事との協議が調い認定を受けた建設計画に係る土地は、農用地等
に含まれない土地（農振法施行令第８条第２号）に位置付けている。
また、当該建設計画に即した農地の転用については、第１種農地であっても、公
益性が高いと認められる事業（農地法施行規則第37条第10号）に該当し、例外
的に許可が可能となる。

特例に係る農振法・農地法の扱い

農用地区域からの除
外、農地転用許可の
円滑化（法第５条）
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